
 

 

 

 

事 業 報 告 

 

令 和 ７ 年 度 

 

 

 

 

 

 

 

タイケン学園 



令和７年度タイケン学園事業報告 

 

１ 法人の概要 

（１）学校法人タイケン学園の沿革（別添） 

（２）学校法人タイケン学園が設置する学校、学部、学科及び収容定員等（別添） 

（３）学校法人タイケン学園の理事・監事・評議員・会計監査人の概要（別添） 

 

２ 法人の事業概要 

学校法人タイケン学園は、教育基本法及び学校教育法の理念を踏まえ、社会の

要請に応える質の高い教育の実践と、健全かつ安定した学校法人運営の確立を目

指し、教育研究活動の一層の充実及び運営基盤の強化に努めた。 

令和７年度は、私立学校法改正への対応を契機として、役員・評議員の任期始

期を統一し、法人のガバナンス体制を再整備する重要な年度となった。 

また、学校の廃止、校舎建築計画、資産取得、学則変更、寄附行為変更など、

法人運営の基盤強化に関わる多くの事項について検討が進められ、必要な手続が

順次実施された。特に、千葉県君津市の旧大和田小学校（君津キャンパス）の取

得は、教育研究活動の拡充に向けた大きな前進となった。 

 

（１）役員・評議員に関する事項 

私立学校法改正に伴う任期始期統一のため、現任の役員及び評議員が一斉  

に退任し、その後、新たな役員及び評議員が選任された。また、理事長の選

定が改めて行われ、柴岡三千夫氏が理事長として再任された。 

 

 



（２）学校の設置・廃止に関する事項 

日本ウェルネススポーツ専門学校北九州校については、北九州市との賃貸借  

契約の満了等（令和８年３月３１日）となるため施設を返還することした。 

 

（３）施設整備・校舎建築に関する事項 

日本ウェルネススポーツ大学第１キャンパス、第２キャンパスにおいては、 

文部科学省の施設整備費補助金の交付を受け、バリアフリー改修工事が行わ

れた。また、日本グローバルビジネス専門学校では、令和８年度の定員増に対

応するため、利根町布川の法人所有地に３号館（仮称）を建築する計画が進め

られた。タイケンランゲージスクール（仮称）等については、千葉県我孫子市

布佐の法人所有地に校舎を建築する計画が示され、日本ウェルネス高等学校

（仮称）についても、高校生来校数の増加に対応するため、利根町布川の法人

所有地に校舎建築計画が策定された。 

さらに、日本ウェルネススポーツ大学第１キャンパスにおいては、昭和５３   

年建築の武道場を改修し、近年著しく需要が高まっている新しいジャンルであ

るフィットネスジャンル「fit One」として改修工事を行った。 

 

（４）資産の取得に関する事項 

君津市が実施した旧大和田小学校利活用事業の公募型プロポーザルにおい

て、本法人が最優先交渉権者として選定され、君津市との間で事業実施契約及

び私有財産譲与契約を締結した。譲与対象となる土地は 39,153.98 ㎡、建物は

延床 9,637.15 ㎡であり、今後、日本ウェルネススポーツ大学君津キャンパス

として活用される予定である。 



また、教育施設整備、および学生・生徒の教育環境の充実を目的として、日

本ウェルネススポーツ大学東京キャンパス女子寮用の土地・建物（埼玉県志木

市）及び日本ウェルネス高等学校ゴルフ部寮用の土地・建物（茨城県石岡市）

の取得に向けた手続を進めたほか、教育施設整備、および学生生徒の教育環境

充実を目的として茨城県利根町等において複数の土地の取得を進めた。 

 

（５）学則変更に関する事項 

日本ウェルネス高等学校（広域通信制）では、面接指導等の実施施設及び   

学習センターの運営体制を明確化するため、学則を変更するとともに、寄宿

舎に関する規定を新たに設けた。 

また、日本ウェルネススポーツ専門学校、日本ウェルネス歯科衛生専門学

校、  日本ペットアンドアニマル専門学校、日本グローバルビジネス専門学

校、日本グローバル専門学校、日本ウェルネススポーツ専門学校広島校の６

校においては、令和８年４月１日施行の学校教育法改正に対応するため、入

学資格の見直し、単位制への移行、専門士称号の法改正対応、自己点検評価

の義務化など、必要な学則改正が行われた。 

 

（６）寄附行為変更に関する事項 

法人のガバナンス強化および法令適合性の確保を目的として、寄附行為の条  

文体系の整理、表現の統一、理事および評議員定数の見直しなどを内容とす

る寄附行為変更について文部科学省の認可を受け施行した。 

 

（７）まとめ 

令和７年度は、法改正対応を中心に、法人の組織体制および教育環境の整備 



が大きく進展した年度であった。特に、君津キャンパスの取得や複数の校舎

建築計画は、今後の教育事業の発展に向けた重要な基盤となるものである。

法人としては、引き続き教育研究活動の充実および教育環境の向上に努める

とともに学校法人としての社会的使命の達成に向け、着実な法人運営を推進

していく。 

 

３ 財務関係 

  令和 7 年度収支決算書（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表等） 

 （別添） 



日本ウェルネススポーツ専門学校設置認可

日本ウェルネススポーツ専門学校開校

日本ペットアンドアニマル専門学校設置認可

日本ペットアンドアニマル専門学校開校

日本ベースボール・セキユリテイ専門学校設置認可

日本ベースボール・セキユリテイ専門学校開校

広島ウェルネススポーツ専門学校設置認可

日本ウェルネス歯科衛生専門学校　日本医学院歯科衛生士専門学校設置者変更　学校法人タイケン学園運営

日本ウェルネス歯科衛生専門学校、日本医学院歯科衛生士専門学校校地校舎変更届　渋谷区から板橋区へ

広島ウェルネススポーツ専門学校開校

日本ウェルネス歯科衛生専門学校、日本医学院歯科衛生士専門学校歯科衛生士養成所の変更承認

日本ウェルネス歯科衛生専門学校、日本医学院歯科衛生士専門学校名称変更及び学則変更承認　

日本ウェルネススポーツ専門学校北九州校設置認可

日本ウェルネス歯科衛生専門学校、日本医学院歯科衛生士専門学校名称変更及び３年課程へ変更　

日本ウェルネススポーツ専門学校北九州校開校

日本ベースボール・セキユリテイ専門学校、日本ウェルネススポーツ専門学校新潟校へ名称変更

広島ウェルネススポーツ専門学校、日本ウェルネススポーツ専門学校広島校へ名称変更

広島児童文化専門学校設置者変更

広島児童文化専門学校廃止

1 法人の概要

（１）学校法人タイケン学園の沿革

平成9年10月30日 学校法人タイケン学園寄附行為認可

平成9年10月30日

平成10年4月1日

平成14年3月3日

平成14年4月1日

平成16年1月16日

平成16年4月1日

平成16年12月24日

法 人 の 平成17年3月22日

沿 革 平成17年3月23日

平成17年4月1日

平成18年3月14日

平成18年3月24日

平成18年3月29日

平成18年4月1日

平成18年4月1日

平成19年4月1日

平成19年4月1日

平成20年2月15日

平成21年7月21日



日本ウェルネススポーツ大学設置申請及び学校法人タイケン学園組織変更認可申請(第1次）

日本ウェルネススポーツ大学設置申請及び学校法人タイケン学園組織変更認可申請(第2次）

日本ウェルネススポーツ大学設置認可及び学校法人タイケン学園組織変更認可

日本ウェルネススポーツ大学開校

日本ウェルネス歯科衛生専門学校　夜間部開設

日本ウェルネススポーツ専門学校　教育・社会福祉専門課程　保育科開設

日本グローバル専門学校　商業ビジネス専門課程　国際ビジネス学科ⅠⅡ、国際言語ビジネス学科ⅠⅡ開設

日本ウェルネススポーツ大学　通学課程開設

日本ウェルネス筑北高等学校　普通科開設

日本グローバルビジネス専門学校　商業ビジネス専門課程　国際ビジネス学科Ⅰ部、Ⅱ部、　言語・ビジネス学科

Ⅰ部、Ⅱ部　ビジネスマネージメント学科Ⅰ部、Ⅱ部開設

日本ウェルネス高等学校　広域通信制課程　普通科　インターネットコース、　進学コース、　開設

日本ウェルネススポーツ専門学校北九州校廃止

平成23年3月30日

平成23年6月30日

平成23年10月24日

日本ウェルネス筑北高等学校校名変更　日本ウェルネス長野高等学校へ　

平成24年4月1日

法 人 の 平成24年4月1日

沿 革 平成28年4月1日

令和2年4月1日 日本ウェルネス宮城高等学校　普通科開設

令和4年4月1日

令和8年3月31日

平成29年4月1日

平成30年4月1日

平成30年4月1日

平成31年4月1日

令和2年4月1日



日本ウェルネス

(通信教育課程） ５名(３年次）

(通学課程）

社会体育専門課程

健康スポーツ科

日本ウェルネス
スポーツビジネス専門課程

動物管理専門課程

日本ペットアンド ﾍﾟｯﾄﾋﾞｭｰﾃｲ・ｹｱ科

アニマル専門学校 野生飼育科

日本ウェルネス 文化・教養専門課程

ウェルネスIT科

日本語科

（２）学校法人タイケン学園が設置する学校、学部、学科及び収容定員等

法 人 の
学校法人タイケン学園 事 務 所 の 所 在 地 東京都板橋区成増一丁目１２番１９号

名 称

学 校 名 学部・学科・課程名等 開設年度 入学定員 編 入 学 定 員 収容定員 備考

スポーツプロモーション学部

スポーツプロモーション学科

スポーツ大学 平成２４年度 １４０名 ５７０人
平成３０年度 １１５名 ５名(３年次） ４７０人

スポーツトレーナ科 平成１０年度 ４０人 ─ ８０人
平成１０年度 ４０人 ─ ８０人

健康コミュニケーション科 平成１９年度 ３７人 ─ ７４人

既 設 校 スポーツ専門学校

の 内 容 ウェルネスIT科A 平成２１年度 ３０人 ─ ６０人

ウェルネスIT科B 平成２１年度 ３０人 ─ ６０人

平成１４年度 ４０人 ─ ８０人
平成１４年度 ４０人 ─ ８０人

水族館・ドルフィントレーナー科 平成１４年度 ４０人 ─ ８０人

スポーツ専門学校 平成１７年度 ４０人 ─ ８０人

　広島校 平成１７年度 100人 ─ 100人



日本ウェルネス 歯科衛生専門課程

歯科衛生士科

日本ウェルネス 社会体育専門課程

競技スポーツ科

ウェルネスIT科

日本グローバル 商業ビジネス専門課程

全日制課程

日本グローバル 商業ビジネス専門課程

全日制課程

学 校 名 学部・学科・課程名等 開設年度 入学定員 編 入 学 定 員 収容定員 備考

 歯科衛生専門学校 平成１８年度 ４０人 ─ １２０人
（夜間部） 平成１８年度 ３０人 ─ ９０人

スポーツ専門学校 平成１８年度 ４０人 ─ ８０人 令和８年３月３１日付で廃止

歯科衛生士科

　北九州校 平成２２年度 ３０人 ─ ６０人

専門学校 国際ビジネス学科ⅠⅡ部 平成２９年度 ７８人 ─ 156人

既 設 校 国際言語・ビジネス学科ⅠⅡ部 平成２９年度 ７８人 ─ 156人

の 内 容 日本ウェルネス長野

高等学校 普通科・総合コース

平成３０年度

３０人 ─ ９０人
普通科・特殊スポーツコース １０人 ─ ３０人
普通科・スポーツコース ２０人 ─ ６０人
普通科・グローバルコース ２０人 ─ ６０人

ビジネス専門学校 国際ビジネス学科ⅠⅡ部 平成３１年度 ８０人 ─ 160人
言語・ビジネス学科ⅠⅡ部 平成３１年度 ８０人 160人
ビジネスマネージメント学科ⅠⅡ部 平成３１年度 ８０人 ─ 160人

日本ウェルネス宮城 普通科・進学コース
令和２年度

４０人 ─ １２０人

高等学校 普通科・スポーツコース ４０人 ─ １２０人
普通科・グローバルコース ４０人 ─ １２０人

広域通信制課程

日本ウェルネス 普通科・インターネットコース

令和４年度 ６００人 ─ 1,800人
高等学校 普通科・通学コース



№ 氏名 専任区分 備　　　　考

1 柴岡三千夫 第７条第１項第１号

2 柴岡信一郎 第７条第１項第２号

3 伊藤　宗治 第７条第１項第２号

4 畑　　満秀 第７条第１項第２号

5 中村　　孝 第７条第１項第２号

6 大野　次男 第７条第１項第２号

№ 氏名 専任区分 備　　　　考

1 木村　　茂 第２２条第１項

2 美斎津忠也 第２２条第１項

№ 氏名 専任区分 備　　　　考

1 柴岡ひろみ 第３１条第１項第１号 私学職員

2 杉町マハウ 第３１条第１項第１号 私学職員

3 川瀬　明子 第３１条第１項第２号 私学職員

4 池田　一穂 第３１条第１項第３号 公益財団法人職員

5 大島　洋作 第３１条第１項第３号 企業役員

6 阿久津和紀 第３1条第１項第３号 企業役員

7 長谷川哲也 第３1条第１項第３号 企業役員

　理事のうち１名を理事長とし、理事会の決議によって選定する。

　(第1号) 学長（校長）のうちから評議員会において選任した者　１名

　(第2号) 前号に掲げる者のほか、評議員会において選任した者　５名

　監事は、評議員会の決議によって選任する。

 （第1号）この法人の職員のうちから選任した者　２名

 （第2号）この法人の設置する学校を卒業した者で年齢２５年以上の

　　　 　 者のうちから選任した者　１名

 （第3号）学識経験者のうちから選任した者　４名

監事（第22条第1項）

評議員（第31条第1項）

理事長（第14条第2項）

理事（第7条第1項）

役員、評議員一覧

１　理事

２　監事

３　評議員

イ　寄附行為選任条文（抜粋）



 

 

令 和 ７ 年 度 

 

学校法人タイケン学園決算書類 

 

１ 資金収支計算書 

２ 事業活動収支計算書 

３ 貸借対照表 

４ 財産目録 



監 査 報 告 書 

 

                           令和８年６月１９日 

  

学校法人タイケン学園 

 理 事 会 御中 

 評議員会 御中 

 

                     学校法人タイケン学園 

                       監事   

                       監事   

 

私たちは、学校法人タイケン学園の監事として、私立学校法第５２条に基づいて

同学園の令和７年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）における計

算書類等（貸借対照表、事業活動収支計算書、資金収支計算書及び事業報告書並び

にこれらの附属明細書）及び財産目録を含め、学校法人の業務及び財産の状況並び

に理事の職務の執行の状況について監査を行いました。あわせて、事業報告及び業

務執行の体制の整備・運用状況について、理事及び職員等から定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、か

つ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証いたしました。 

私たちは監査にあたり、理事会に出席するほか、理事から業務の報告を聴取し、

重要な決裁書類等を閲覧するなど必要と思われる監査手続を実施しました。 

監査の結果、私たちは、学校法人の業務に関する決定及び執行は適切であり、計

算書類及び財産目録は会計帳簿の記載と合致し法人の収支及び財産の状況を正しく

示しており、理事の職務の執行は適切であり、学校法人の業務及び財産並びに理事

の職務の執行に関し、不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実

はないものと認めました。また、会計監査人である監査法人ナカチの監査の方法及

び結果は相当であると認めました。 

以 上 



独立監査人の監査報告書

学校法人 タイケン学園

理 事

く計算関係書類監査＞
計算関係書類に対する監査意見

会 御中

東京都中央区
代表社員

業務執行社員
代表社 員

業務執行社員

公認会計士

公認会計士

令和8年6月17日

当監査法人は、私立学校法第104条第2項に基づき、学校法人タイケン学園の令和8年度（令
和7年4月1日から令和8年3月31日まで）の計算関係書類（計算書類、すなわち貸借対照表、事
業活動収支計算書、資金収支計算書、活動区分資金収支計算書、重要な会計方針、その他の注
記及びその附属明細書をいう。以下同じ。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算関係書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法
人会計の基準に準拠して、当該計算関係書類に係る期間の財産及び収支の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

計算関係書類に対する監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当 と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算関係書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告書及びその附属明細書並びに財産目録のうち意見の対象とさ

れていない部分である。理事者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、
監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の識務の執行を
監視することにある。

当監査法人の計算関係書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算関係書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算関係書類又は当 監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。







＜総括表＞ （単位　円）

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

学生生徒等納付金収入 3,710,000,000 3,729,768,704 ▲ 19,768,704

手数料収入 101,000,000 101,600,995 ▲ 600,995

寄付金収入 0 0 0

補助金収入 242,850,000 245,350,000 ▲ 2,500,000

私立大学経常費補助金 14,000,000 14,922,000 ▲ 922,000

私立学校授業料減免交付金 92,000,000 92,952,600 ▲ 952,600

私立大学等研究設備等補助 1,830,000 1,833,000 ▲ 3,000

私立学校教育環境設備補助 8,600,000 8,681,000 ▲ 81,000

私立学校職業実践課程補助 2,490,000 2,495,000 ▲ 5,000

学校法人経常費補助金 120,500,000 121,036,400 ▲ 536,400

物価高騰対策補助金 1,100,000 1,100,000 0

原油価格高謄対策捕助金 1,280,000 1,280,000 0

教育改革推進特別経費補助 600,000 600,000 0

私立学校安全設備整備補助 450,000 450,000 0

資産売却収入 0 0 0

付随事業・収益事業収入 0 0 0

受取利息・配当金収入 7,400,000 7,495,133 ▲ 95,133

雑収入 10,000,000 11,034,382 ▲ 1,034,382

借入金等収入 0 0 0

前受金収入 1,084,900,000 1,088,737,388 ▲ 3,837,388

その他の収入 256,000,000 258,275,477 ▲ 2,275,477

資金収入調整勘定 ▲ 447,738,835 ▲ 447,738,835 0

前年度繰越支払資金 4,707,305,723 4,707,305,723 0

収入の部合計 9,671,716,888 9,701,828,967 ▲ 30,112,079

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

人件費支出 991,000,000 988,006,179 2,993,821

教育研究経費支出 616,200,000 604,718,551 11,481,449

管理経費支出 311,740,000 296,843,891 14,896,109

借入金等利息支出 0 0 0

借入金等返済支出 0 0 0

施設関係支出 755,700,000 650,270,850 105,429,150

設備関係支出 109,500,000 107,182,991 2,317,009

資産運用支出 0 0 0

その他の支出 271,000,000 263,836,232 7,163,768

（　　　　　　　　　）
0

資金支出調整勘定 ▲ 4,600,000 ▲ 4,556,336 ▲ 43,664

翌年度繰越支払資金 6,620,856,888 6,795,526,609 ▲ 174,669,721

支出の部合計 9,671,396,888 9,701,828,967 ▲ 30,432,079

〔予備費〕
0

法人名：学校法人タイケン学園
資　金　収　支　計　算　書

　　　令和７年　　４月　　１日から
　　　令和８年　　３月　３１日まで

収入の部

支出の部



法人名：学校法人タイケン学園

（単位　円）

金　　　　額

学生生徒等納付金収入 3,729,768,704

手数料収入 101,600,995

経常費等補助金収入 245,350,000

教育活動資金収入計 4,087,754,081

人件費支出 988,006,179

教育研究経費支出 604,718,551

調整勘定等 1,088,737,388

金　　　　額

施設設備補助金収入 0

施設整備等活動資金収入計 0

施設関係支出 650,270,850

設備関係支出 107,182,991

施設整備等活動資金支出計 757,453,841

　　　差引差引 ▲ 757,453,841

　　　差引調整勘定等 0

▲ 757,453,841

金　　　　額

借入金等収入 258,275,477

　　 小計 258,275,477

受取利息・配当金収入 7,495,133

その他の活動資金収入計 265,770,610

借入金等返済支出 263,836,232

　　 小計 263,836,232

借入金等利息支出 0

　　　差引調整勘定等 ▲ 443,182,499

2,088,220,886

4,707,305,723

6,795,526,609

活　動　区　分　資　金　収　支　計　算　書

　　　令和７年　　４月　　１日から

　　　令和８年　　３月　３１日まで

＜総括表＞

支
出
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活
動
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よ
る
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金
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入

科　　　　　目

支
出

収
入

　　　　 支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

　　　　 前年度繰越支払資金

　　　　 翌年度繰越支払資金

科　　　　　目

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

施設整備等活動資金収支差額

科　　　　　目



（単位　円）

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

学生生徒等納付金 3,710,000,000 3,729,768,704 ▲ 19,768,704

手数料 101,000,000 101,600,995 ▲ 600,995

寄付金

経常費等補助金 242,850,000 245,350,000 ▲ 2,500,000

私立大学経常費補助金 14,000,000 14,922,000 ▲ 922,000

私立学校授業料減免交付金 92,000,000 92,952,600 ▲ 952,600

私立大学等研究設備等補助 1,830,000 1,833,000 ▲ 3,000

私立学校教育環境設備補助 8,600,000 8,681,000 ▲ 81,000

私立学校職業実践課程補助 2,490,000 2,495,000 ▲ 5,000

学校法人経常費補助金 120,500,000 121,036,400 ▲ 536,400

物価高騰対策補助金 1,100,000 1,100,000 0

原油価格高謄対策捕助金 1,280,000 1,280,000 0

教育改革推進特別経費補助 600,000 600,000 0

私立学校安全設備整備補助 450,000 450,000 0

付随事業収入 0 0 0

雑収入 10,000,000 11,034,382 ▲ 1,034,382

教育活動収入計 4,063,850,000 4,087,754,081 ▲ 23,904,081

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

人件費 991,000,000 988,006,179 2,993,821

教育研究経費 777,200,000 765,110,170 12,089,830

管理経費 314,140,000 299,205,111 14,934,889

徴収不能額等 0 0 0

教育活動支出計 2,082,340,000 2,052,321,460 30,018,540

1,981,510,000 2,035,432,621 ▲ 53,922,621

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

受取利息・配当金 7,400,000 7,495,133 ▲ 95,133

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 7,400,000 7,495,133 ▲ 95,133

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

借入金利息 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

7,400,000 7,495,133 ▲ 95,133

1,988,910,000 2,042,927,754 ▲ 54,017,754

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 1,235,497,634 1,235,497,634 0

特別収入計 1,235,497,634 1,235,497,634 0

科　　　　　目 予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

資産処分差額 0 0 0

その他の特別支出 0 0 0

特別支出計 0 0 0

1,235,497,634 1,235,497,634 0
（　　　　　　　　　）

0 0

3,224,407,634 3,278,425,388 ▲ 54,017,754

▲ 1,500,000,000 ▲ 1,707,107,158 207,107,158

1,724,407,634 1,571,318,230 153,089,404

5,107,185,637 5,107,185,637 0

　基本金組入前当年度収支差額

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

　前年度繰越収支差額

　　　　　　　　　教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

　　　　　　　　　教育活動外収支差額

経常収支差額

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

特別収支差額

　〔予備費〕

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
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部

事
業
活
動
支
出
の
部

法人名：学校法人タイケン学園
事　業　活　動　収　支　計　算　書
　　　令和７年　　４月　　１日から
　　　令和８年　　３月　３１日まで

＜総括表＞



900,000,000 880,509,091 19,490,909

7,731,593,271 7,559,012,958 172,580,313

5,306,747,634 5,330,746,848 ▲ 23,999,214

2,082,340,000 2,052,321,460 30,018,540

（参考）

　事業活動収入計

　事業活動支出計

　基本金取崩額

　翌年度繰越収支差額



＜総括表＞ （単位　円）

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　　減

固定資産 8,091,098,430 6,349,037,721 1,742,060,709

　有形固定資産 8,081,918,930 6,342,664,721 1,739,254,209

　特定資産 0 0 0

　その他の固定資産 9,179,500 6,373,000 2,806,500

流動資産 6,882,020,289 4,782,495,774 2,099,524,515

資産の部合計 14,973,118,719 11, 131,533, 495 3,841,585,224

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　　減

固定負債 0 0 0

流動負債 1,238,540,603 675,380,767 563,159,836

負債の部合計 1,238,540,603 675,380,767 563,159,836

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　　減

基本金 6,175,565,158 5,348,967,091 826,598,067

　　　第１号基本金 6,143,265,158 5,316,667,091 826,598,067

　　　第２号基本金 0 0 0

　　　第３号基本金 0 0 0

　　　第４号基本金 32,300,000 32,300,000 0

繰越収支差額 7,559,012,958 5,107,185,637 2,451,827,321

純資産の部合計 13,734,578,116 10,456,152,728 3,278,425,388

負債及び純資産の部合計 14,973,118,719 11,131,533,495 3,841,585,224

純資産の部

法人名：学校法人タイケン学園
貸　借　対　照　表

 
　　　令和８年　３月　３１日

資産の部

負債の部



Ⅰ　資産の部
　１　流動資産
　（１）現金預金 6,795,526,609

普通預金 3,854,152,331
定期預金 2,935,021,788
定期積金 0
現金 6352490

　（２）その他の流動資産 86,493,680
未収入金 13339246
立替金 66,815,199
仮払金 6,339,235

流動資産計 6,882,020,289

　２　固定資産
（１）有形固定資産 8,081,918,930

土  地 179071.94㎡ 3,909,898,262
建  物 48098.63㎡ 3,776,223,974
構築物 49か所 165,548,164
教育研究用機器等 7888点 153,405,116
管理用機器等 26点 7,569,056
建物付属設備 3か所 894,282
図  書 27462冊 25,864,151
車  輌 55台 42,515,925

（２）その他の固定資産 9,179,500
施設利用権 5,372,500
敷金・保証金 3,707,000
出資金 100,000

固定資産計 8,091,098,430

資産の部計 14,973,118,719

Ⅱ　負債の部
　１　流動負債
　（１）前受金 1,088,737,388

前受金 1,088,737,388

（２）預り金、その他流動負債 149,803,215
0

102,600,478
預り金 47,202,737

流動負債計 1,238,540,603

　２　固定負債 0
長期借入金 0

固定負債計 0

負債の部計 1,238,540,603

正味財産 13,734,578,116

財　産　目　録
（令和8年3月31日）

科   目 金      額

短期借入金
未払金


